
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

光ファイバケーブル接続箱において、

予め設定した限界値以上の応力
が加わった時に の固定を解除する固定・解除手段と、その固定・解除手
段で解除された の移動に伴なって ファイバ心線を切

るファイバ心線切断手段とを備えたことを特徴とする光ファイバケーブル接続箱。
【請求項２】
　固定・解除手段は、接続箱本体内に設けられた連結金具上に設けられ、光ファイバケー
ブルのテンションメンバを固定するための支持金具と、一端がその支持金具に取り付けら
れ、他端が、接続箱本体内に導入された光ファイバケーブル端末部から延びたテンション
メンバに取り付けられて、そのテンションメンバを支持金具に固定すると共に、所定の荷
重が加わると破断する破断部材とからなる請求項１記載の光ファイバケーブル接続箱。
【請求項３】
　光ファイバケーブルのテンションメンバと破断部材とは、テンションメンバクランプで
連結され、支持金具は、破断部材を介して光ファイバケーブルを接続箱本体内に引き込む
弛度調整手段を備えた請求項１又は２記載の光ファイバケーブル接続箱。
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【請求項４】
　ファイバ心線切断手段は、連結金具上に設けられ、光ファイバケーブル端末部から伸び
るファイバ心線の接続余長を収納するための配線溝部が設けられたファイバ心線切断治具
と、そのファイバ心線切断治具の配線溝部と交差するように移動可能に設けられてファイ
バ心線を切断する切断部材と、上記固定・解除手段で光ファイバケーブルの固定が解除さ
れたとき、上記切断部材を作動させて配線溝部内に収納されているファイバ心線を切断す
るための切断部材作動手段とからなる請求項１～３いずれか記載の

。
【請求項５】
　切断部材は、ファイバ心線切断治具に形成された切断溝内を移動可能に設けられたカッ
ターと、そのカッターを、配線溝内に収納されたファイバ心線を切断する方向に常時付勢
するスプリングとから成り、切断部材作動手段は、上記カッターを切断溝内の通常時の収
納位置に保持するストッパーと、固定・解除手段により光ファイバケーブルの固定が解除
された時、テンションメンバの移動で、そのストッパーの保持を解除して切断部材を作動
させる解除ワイヤーとで形成される請求項１～４いずれか記載の光ファイバケーブル接続
箱。
【請求項６】
　連結金具上にファイバ心線の余長を配線・収納するためのファイバ心線変形部を設け、
そのファイバ心線変形部内にファイバ心線を所定の径で束取りして収納する請求項１～５

記載の光ファイバケーブル接続箱。
【請求項７】
　 光ファイバケーブル接続箱を所定の等間隔で設置した
光ケーブル伝送路を構築し、土砂や倒木等により、光ケーブル伝送路で障害が発生した時
、伝送損失の監視装置により、光ケーブル伝送路の障害発生位置の検知をすることを特徴
とした伝送路障害検知方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、光ファイバケーブル同士を接続するための光ファイバケーブル接続箱及びこれ
を用いた伝送路障害検知方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
光ファイバケーブル接続箱は、光ファイバケーブル同士を接続するために、光ファイバケ
ーブル端末部を固定し、その両光ファイバケーブルのファイバ心線同士の接続部と接続余
長を収納して、その全体を保護するものである。
【０００３】
従来の光ファイバケーブル接続箱では、光ファイバケーブルの固定（引張り）強度は簡単
に外れることのないように、下限値を制約しているが、その固定（引張り）強度の限界値
（上限）については特に規定がない。
【０００４】
この光ファイバケーブル接続箱を使用した光ケーブル伝送路において、光ファイバケーブ
ルに障害となる応力が加えられた場合の、応力の及ぼす影響を図６を用いて説明する。
【０００５】
６０は光ファイバケーブル接続箱６１を使用した光ケーブル伝送路を示しており、光ファ
イバケーブル６２が、光ファイバケーブル接続箱６１にて接続されて光ケーブル伝送路６
０を構成している。
【０００６】
この光ケーブル伝送路６０において、光ファイバケーブル６２に障害となる応力Ｐが加え
られると、応力Ｐが加わった場所の左右の光ファイバケーブル６２は矢印Ｔ方向に引っ張
られ、応力の影響は左右に広がっていく。
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【０００７】
この光ファイバケーブル接続箱６１では、光ファイバケーブル６２を外れないようにしっ
かり固定しているため、光ファイバケーブル接続箱６１を通じて、他方の光ファイバケー
ブル６２に応力が伝搬し、更に遠くの範囲Ｅまで応力の影響が伝わる。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
上記したように、従来の光ファイバケーブル接続箱では、光ファイバケーブルの固定（引
っ張り）強度の限界値が制約されていないため、光ファイバケーブルに大きな応力が加え
られると、その部分の光ファイバケーブルと両端の光ファイバケーブル接続箱の接続区間
だけでなく、その前後の接続区間まで応力の影響が広がり、破損する可能性があり、伝送
路の被害の広範囲化を招く欠点があった。
【０００９】
また、障害となる応力の加わった位置および応力の影響範囲の特定に時間がかかる問題が
あった。
【００１０】
そこで、本発明の目的は、上記課題を解決し、光ファイバケーブルの伝送路内で障害とな
る応力が発生した場合に、その応力の影響範囲を局地的におさえ、かつ、その応力の発生
位置を迅速に発見することができる光ファイバケーブル接続箱及びこれを用いた伝送路障
害検知方法を提供することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明は、

光ファイバケーブル接続箱において
、

予め設定した限界値以上の応力が加わった時に の固定
を解除する固定・解除手段と、その固定・解除手段で解除された の移動
に伴なって ファイバ心線を切 るファイバ心線切断手段とを備えた光
ファイバケーブル接続箱である。
【００１２】
請求項２の発明は、固定・解除手段は、接続箱本体内に設けられた連結金具上に設けられ
、光ファイバケーブルのテンションメンバを固定するための支持金具と、一端がその支持
金具に取り付けられ、他端が、接続箱本体内に導入された光ファイバケーブル端末部から
延びたテンションメンバに取り付けられて、そのテンションメンバを支持金具に固定する
と共に、所定の荷重が加わると破断する破断部材とからなる請求項１記載の光ファイバケ
ーブル接続箱である。
【００１３】
請求項３の発明は、光ファイバケーブルのテンションメンバと破断部材とは、テンション
メンバクランプで連結され、支持金具は、破断部材を介して光ファイバケーブルを接続箱
本体内に引き込む弛度調整手段を備えた請求項１又は２記載の光ファイバケーブル接続箱
である。
【００１４】
　請求項４の発明は、ファイバ心線切断手段は、連結金具上に設けられ、光ファイバケー
ブル端末部から伸びるファイバ心線の接続余長を収納するための配線溝部が設けられたフ
ァイバ心線切断治具と、そのファイバ心線切断治具の配線溝部と交差するように移動可能
に設けられてファイバ心線を切断する切断部材と、上記固定・解除手段で光ファイバケー
ブルの固定が解除されたとき、上記切断部材を作動させて配線溝部内に収納されているフ
ァイバ心線を切断するための切断部材作動手段とからなる請求項１～３いずれか記載の

である。
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【００１５】
請求項５の発明は、切断部材は、ファイバ心線切断治具に形成された切断溝内を移動可能
に設けられたカッターと、そのカッターを、配線溝内に収納された光ファイバ心線を切断
する方向に常時付勢するスプリングとから成り、切断部材作動手段は、上記カッターを切
断溝内の通常時の収納位置に保持するストッパーと、固定・解除手段により光ファイバケ
ーブルの固定が解除された時、テンションメンバの移動で、そのストッパーの保持を解除
して切断部材を作動させる解除ワイヤーとで形成される請求項１～４いずれか記載の光フ
ァイバケーブル接続箱である。
【００１６】
　請求項６の発明は、連結金具上にファイバ心線の余長を配線・収納するためのファイバ
心線変形部を設け、そのファイバ心線変形部内にファイバ心線を所定の径で束取りして収
納する請求項１～５ 記載の光ファイバケーブル接続箱である。
【００１７】
　請求項７の発明は、 光ファイバケーブル接続箱を所定
の等間隔で設置した光ケーブル伝送路を構築し、土砂や倒木等により、光ケーブル伝送路
で障害が発生した時、伝送損失の監視装置により、光ケーブル伝送路の障害発生位置の検
知をすることを特徴とした伝送路障害検知方法である。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の好適一実施の形態を添付図面に基づいて詳述する。
【００１９】
図１は、平面断面図、図２は、正面断面図、図３は、側面図、図４は、ファイバ心線切断
手段の拡大図である。
【００２０】
まず、本発明の光ファイバケーブル接続箱を説明する。
【００２１】
光ファイバケーブル接続箱１の外形構造は、本体２とカバー４を、気密性を確保するため
の端面ゴムパッキン４３ａ，４３ｂ、ゴムパッキン４４、シール材４５を介在してボルト
４２で締め付ける構造で、気密状態をガスバルブ４６でチェック出来る構造となっている
。
【００２２】
また、本体２とカバー４の両端には、接続する光ファイバケーブル端末部５を導入するた
めの導入口１４が形成され、導入口１４には、導入する光ファイバケーブル端末部５を保
護するためのスリーブ９が設けられている。
【００２３】
光ファイバケーブル接続箱１の内部構造は、本体２に連結金具３が設けられ、その連結金
具３上には、接続する光ファイバケーブル端末部５と、光ファイバケーブル端末部５から
伸びるテンションメンバ６を固定すると共に、光ケーブルに所定の応力が加わったときに
その固定を解除するための固定・解除手段２０と、光ファイバケーブル端末部５およびテ
ンションメンバ６の固定が解除されてテンションメンバ６が移動したときに、ファイバ心
線５０を切断するためのファイバ心線切断手段２５と、ファイバ心線５０同士の接続部２
１および接続余長を収納するための収納トレイ２２とが設けられている。
【００２４】
まず、光ファイバケーブル端末部５の固定・解除手段２０の構造を説明する。
【００２５】
図１に示すように、光ファイバケーブル端末部５の固定・解除手段２０は、連結金具３上
に設けられ、光ファイバケーブル端末部５から延びるテンションメンバ６を固定するため
の支持金具１０と、一端がその支持金具１０に取付けられ、光ファイバケーブルに所定の
応力が加わった時に、光ファイバケーブル端末部５の固定を解除するために、所定の荷重
で破断する断面積に加工された破断部材８と、その破断部材８の他端とテンションメンバ
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６を連結するテンションメンバクランプ７とで形成される。
【００２６】
光ファイバケーブルに応力が加わり、光ファイバケーブル端末部５が引っ張られて、破断
部材８に所定の荷重がかかった時、破断部材８が破断して、支持金具１０により連結金具
３上に固定されていた光ファイバケーブル端末部５、テンションメンバ６、およびテンシ
ョンメンバクランプ７の固定が解除され、図１において横方向に移動可能となる。
【００２７】
また、支持金具１０は、固定金具１１と、破断部材８と連結している弛度調整用ネジ加工
部１３と、その弛度調整用ネジ加工部１３と螺合している弛度調整ナット１２とで構成さ
れ、弛度調整手段は、弛度調整用ネジ加工部１３と螺合している弛度調整ナット１２をま
わすことにより、支持金具１０により固定されている破断部材８とテンションメンバクラ
ンプ７および光ファイバケーブル端末部５の固定位置を変えて、接続する光ファイバケー
ブルの弛度調整ができるようになっている。
【００２８】
次に、光ファイバケーブル端末部５から収納トレイ２２に収納される間のファイバ心線５
０を配線すると共に、テンションメンバ６の移動に伴なってそのファイバ心線５０を切断
するためのファイバ心線切断手段２５の構造を説明する。
【００２９】
図２に示すように、連結金具３の両端には、ファイバ心線変形部１５が設けられ、その上
部には、ファイバ心線切断治具１６が、蝶番１７および固定ネジ１８により、ファイバ心
線変形部１５に対して、回動可能かつ、閉じた状態で固定できるように設けられている。
【００３０】
また、ファイバ心線切断治具１６の上部には、切断するファイバ心線５０を収納する円状
の配線溝部１９が設けられ、配線溝部１９の上部には切断治具カバー２３が取付けられて
いる。
【００３１】
図４に示すように、ファイバ心線切断治具１６には、円状の配線溝部１９の中心を交差し
て図４において縦方向に、切断溝２６が設けられ、その切断溝２６内には、切断部材５１
が切断溝２６内を移動可能に収納されている。
【００３２】
切断部材５１は、カッター２７と、カッター２７と連結したシャフト２８と、コイルスプ
リング２９およびスプリング押さえ３０とで形成され、コイルスプリング２９によって、
カッター２７が配線溝部１９と切断溝２６の交差している部分に配線されているファイバ
心線５０ａを切断する方向（図において下側）に常時付勢されている。
【００３３】
この切断部材５１を作動する切断部材作動手段４０は、マツバピン３４、ピン押さえ３５
、解除ワイヤー３６等で形成され、マツバピン３４をシャフト２８に設けられた穴３３に
挿入して、ピン押さえ３５で、挿入したマツバピン３４を押さえることにより、通常時に
は、コイルスプリング２９を圧縮して、切断部材５１を切断溝２６の上端の位置で保持し
ている。
【００３４】
解除ワイヤー３６は、一端がマツバピン３４と連結されており、光ファイバケーブル端末
部５から伸びるテンションメンバ６をまたいで２ケ所に設置されているワイヤーガイド３
８に沿ってコ字状に配線され、他端部はワイヤークランプ３７により連結金具３に固定さ
れている。
【００３５】
また、解除ワイヤー３６と、導入された光ファイバケーブル端末部５からのテンションメ
ンバ６は、２ケのワイヤーガイド３８の中間でワイヤー固定金具３９によって固定されて
いる。
【００３６】
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この光ファイバケーブル接続箱１における、光ファイバケーブルの接続を説明する。
【００３７】
まず、接続する光ファイバケーブル端末部５をスリーブ９から導入し、その光ファイバケ
ーブル端末部５から延びるテンションメンバ６を、ワイヤー固定金具３９によって解除ワ
イヤー３６と固定した後、テンションメンバ６をテンションメンバクランプ７に取付ける
。
【００３８】
光ファイバケーブル端末部５から伸びるファイバ心線５０は、φ６０の径で１ターン束取
りしてファイバ心線変形部１５に収納する。
【００３９】
収納の際は、ファイバ心線切断治具１６を固定している固定ネジ１８を回して固定を解除
した後、ファイバ心線切断治具１６を回動してファイバ心線変形部１５を露出させた状態
で行い、収納完了後、ファイバ心線切断治具１６を閉じて、固定ネジ１８によりファイバ
心線変形部１５上に固定する。
【００４０】
ファイバ心線変形部１５に収納した後、残りのファイバ心線５０の余長を、ファイバ心線
孔４６からファイバ心線変形部１５の外に出し、ファイバ心線切断治具１６に設けられた
円状の配線溝部１９に沿って収納して、シリコン接着剤４７で配線溝部１９内に２ヶ所固
定して、配線溝部１９の上部に切断治具カバー２３を取付ける。
【００４１】
配線溝部１９から伸びるファイバ心線５０の余長を、収納トレイ２２に導入して、光ファ
イバケーブル接続箱１の左端から導入される光ファイバケーブルのファイバ心線と接続し
、その接続部２１と接続余長を収納トレイ２２に収納する。
【００４２】
本発明の光ファイバケーブル接続箱の作用を説明する。
【００４３】
まず、障害となる応力が図１において光ファイバケーブル接続箱の右側で発生すると、光
ファイバケーブル端末部５が図１において右方向に引っ張られる、つまり光ファイバケー
ブル端末部５、テンションメンバ６、およびテンションメンバクランプ７が右方向へ引っ
張られ、破断部材８に荷重が加わる。
【００４４】
破断部材８に予め特定した限界値以上の荷重が加わると、破断部材８が破断して、光ファ
イバケーブル端末部５、テンションメンバ６、およびテンションメンバクランプ７の固定
が解除され、横方向へ移動可能となり、右方向へ移動する。
【００４５】
光ファイバケーブル端末部５の固定が解除されて、光ファイバケーブル端末部５が右方向
に移動すると、光ファイバケーブル端末部５から伸びるファイバ心線５０が右方向に引っ
張られ、ファイバ心線変形部１５内にφ６０で束取りして収納されているファイバ心線５
０の束取り径が小さくなり伝送損失が増加する。
【００４６】
更に、図４（ｂ）に示すようにテンションメンバ６が右方向（図中矢印Ａ）へ移動するこ
とにより、そのテンションメンバ６にワイヤー固定金具３９によって固定されている解除
ワイヤー３６が右方向に引っ張られる。
【００４７】
解除ワイヤー３６は、一端がワイヤークランプ３７により連結金具３上に固定されている
ため、マツバピン３４と連結している方の一端がワイヤーガイド３８に沿って引っ張られ
て、シャフト２８および切断部材５１を切断溝２６の上端の位置に保持しているマツバピ
ン３４がシャフト２８の穴３３から抜ける。
【００４８】
マツバピン３４が、抜けることにより、シャフト２８の固定が解除され、圧縮から解放さ
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れたコイルスプリング２９が伸びることにより、カッター２７、シャフト２８、カッター
押さえ３０が切断溝２６を下（図中矢印Ｂ）へ移動して切断溝２６に配線されているファ
イバ心線５０を切断して伝送異常状態となる。
【００４９】
前述したように、光ファイバケーブルに所定の応力が加わると、光ファイバケーブル端末
部５の固定が解除されて、横方向に移動可能となるため、応力の影響は、光ファイバケー
ブル接続箱１の左端に固定されている光ファイバケーブルには伝わらなくなる。
【００５０】
次に本発明の光ファイバケーブル接続箱を使用した光ケーブル伝送路において、光ファイ
バケーブルに障害となる応力が加えられた時の、応力の及ぼす影響および伝送路障害検知
方法を、図５を用いて説明する。
【００５１】
５５は本発明の光ファイバケーブル接続箱を使用した光ケーブル伝送路を示しており、光
ファイバケーブル５７が、本発明の光ファイバケーブル接続箱１ａ，１ｂ，１ｃにて接続
されて光ケーブル伝送路５５を構成している。
【００５２】
この光ケーブル伝送路５５において、光ファイバケーブル５７に障害となる応力Ｐが加え
られると、応力Ｐが加わった場所の左右の光ファイバケーブル５７が引っ張られ、応力が
左右に広がり、応力発生箇所に一番近い光ファイバケーブル接続箱１ｂの破断部が破断し
て光ファイバケーブル端末部５８の固定が解除される。
【００５３】
このため、応力の影響は光ファイバケーブル５７の固定が解除された光ファイバケーブル
接続箱１ｂより広がることなく、Ｅの範囲が応力の影響を受け、Ｎの範囲は応力の影響を
受けない。
【００５４】
伝送監視装置により、光ファイバ心線を変形・切断して伝送異常状態となった光ファイバ
ケーブル接続箱１ｂを検知することによって、応力の発生位置を迅速に検知できる。
【００５５】
また、倒木や土砂崩壊などの障害発生が予測される個所に、光ケーブルを検知線、光ファ
イバケーブル接続箱を検出器とした光ケーブル伝送路を構築し、光ケーブルに張力が加え
られた際、伝送状態の悪化による障害発生の有無を監視するシステムに適用可能である。
【００５６】
【発明の効果】
以上要するに本発明によれば、光ファイバケーブルに応力が加わった時、光ファイバケー
ブル接続箱に接続されている光ファイバケーブルの固定が解除されるため、応力の影響が
それ以上広がることを防ぎ、応力の影響を局地的に押さえることができると共に、光ファ
イバ心線を変形・切断し、伝送異常状態とするため、伝送監視装置により障害発生位置を
迅速に検知でき、かつ、応力の影響範囲の光ファイバケーブル割り入れ接続を行うことで
復旧作業を短時間で経済的にすることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の光ファイバケーブル接続箱の一実施の形態の平面断面図である。
【図２】本発明の光ファイバケーブル接続箱の一実施の形態の正面断面図である。
【図３】本発明の光ファイバケーブル接続箱の一実施の形態の側面図である。
【図４】本発明の一実施の形態のファイバ心線切断手段の拡大図である。
【図５】本発明の光ファイバケーブル接続箱を使用した伝送路例を示す図である。
【図６】従来の光ファイバケーブル接続箱を使用した伝送路例を示す図である。
【符号の説明】
１　光ファイバケーブル接続箱
５　光ファイバケーブル端末部
８　破断部
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２０　固定・解除手段
２５　ファイバ心線切断手段

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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